
子どもたちのよりよい教育のために
～教員の「働き方改革」の推進～

令和７年度　札幌市総合教育会議
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札幌市教育委員会 1
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１　はじめに

札幌市の働き方改革により目指すべき姿
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職員のウェルビーイングの向上

「働きやすさ」の実現

「働きがい」の実現

職員の心と体の健康の維持

ワークライフバランスの確保

子どもと向き合う時間の確保

知識や技能を学ぶ時間の確保
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〇小学校と中学校各400校を対象に調査を実施。
〇時間外勤務は、小学校で月約59時間、中学校で月約81時間程度（勤務実態調査等を踏まえ推計）

２　国の動向

⑴　これまでの経緯
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平成29年４月　教員勤務実態調査速報値の公表

〇「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン」の「指針」への格上げ
　＜指針における上限時間＞ （１）１か月の時間外在校等時間について　45時間以内

（２）１年間の時間外在校等時間について　360時間以内

令和元年12月　給特法 （※）の改正

国の資料から最小限のポイントをピックアップ
口頭で補足しながらサラッと済ませたい

〇小学校と中学校各2400校程度、高等学校300校程度を対象に調査を実施。
〇時間外勤務は、小学校で月約41時間、中学校で月約58時間程度（勤務実態調査等を踏まえ推計）

令和５年４月　教員勤務実態調査速報値の公表

※　公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法



２　国の動向

⑵　給特法の改正（令和７年６月）

〇学校教育の質の向上に向けて、教師に 優れた人材を確保 するために必要な措置を一括して講じるこ
とを目的として改正された。

働き方改革の更なる加速化、組織的な学校運営及び指導の促進並びに教師の処遇改善
を一体的・総合的に進める 5

改正趣旨

改正概要

①教員の処遇改善

❏ Ｒ13年１月までに教職調整額の段階的
な引き上げ（４％ →10％）

❏ これに伴う各種手当の所定の改正

②働き方改革の一層の推進

❏ 各教育委員会は業務量管理・健康確保措置実
施計画を策定

❏ これまで学校が担ってきた 業務の３分類（ H31
年１月中教審答申） をさらに細分化

❏ 策定や進捗状況について外部への公表及び総
合教育会議にて報告
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２　国の動向

文部科学省HPより
(https://www.mext.go.jp/b_me
nu/hakusho/mext_00026.html)



３　本市の現状

⑴　本市の主な取組

〇小・中・高各１校を対象に民間コンサルタントを活用し、第三者による客観的で専門的な視点から業務改善に向
けたサポートを実施

Ｒ元年９月　民間コンサルタントの活用

〇コンサルタントによる提言を参考に、札幌市の働き方改革の方向性を示した 「札幌市立学校における働き方改
革に向けて（指針）」 を策定

〇時間外在校等時間の上限時間や重点項目

を掲げ、項目に応じた様々な取組の実施を

検討

Ｒ２年６月　働き方改革に向けた指針の策定

【重点項目】

①勤務時間を意識した働き方

②学校行事・業務の見直し

③チーム学校体制の整備

以降、当該指針に沿って取組を推進

【時間外在校等時間の上限時間】

〇月45時間未満

〇年360時間未満
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３　本市の現状

⑴　本市の主な取組

勤務時間を意識した働き方

夏季・冬季休校日の実施

→休暇取得促進のため、長期休業期間中に学校閉庁日を実施

出退勤管理システムの導入
→勤怠管理の簡略化や「見える化」を実現

自動応答電話の導入

→勤務時間外終了以降の電話について、自動応答電話を導入

重点項目①
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⑴　本市の主な取組
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夏季・冬季休校日の実施

取組概要

1

連続して休暇を取得できるよう休校日を設定

・職員は年休や夏期休暇等で休む
・お盆や年始に設定することで連続休暇取得が狙い

2

市教委が標準期間を各学校に通知

・実際の休校日は学校ごとに設定が可能で、追加も可

3

平成30年に夏季休業日の試行を開始

・令和２年度より冬季にも休校日の取組を拡大

３　本市の現状

・保護者への案内に差が生じないよう、学校だよりに

　掲載する文例を通知に記載

・取組に関する問い合わせは市教委を窓口とした

夏季休校日
導入に当たっての工夫



３　本市の現状

⑴　本市の主な取組
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Before
❏ 勤務時間外の電話対応に

追われ、退勤時間が遅くな
る

❏ 授業準備の時間を十分に
確保できない

❏ 勤務時間が概ね17時前に
終わることが認知されてい
ない

After
❏ 勤務時間終了後、概ね２時間で自動応答

に切り替え（学校ごと）

❏ 授業準備時間の確保や帰宅時刻が早まる
などの効果あり

画像生成：Gemini（AI）

画像生成：Gemini（AI）

自動応答電話の導入



３　本市の現状

⑴　本市の主な取組

学校行事・業務の見直し

ＩＣＴ活用による効率化
→単純作業のデジタル化による業務負担軽減

給食費の公会計化
→徴収事務を学校から市教委に引き上げ

働き方改革表彰事業の実施
→各校が実施する働き方改革に資する取組を募集し、表彰

部活動実施基準の設定
→「週１回の休養日を設ける」等の基準を設定

重点項目②
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３　本市の現状
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連絡帳

保護者４名登録

兄弟も一括確認

保護者向け

アンケート

おたよりの

デジタル配信
欠席・遅刻連絡

⑴　本市の主な取組

機 能 紹 介

学校保護者間連絡システム「すぐーる」



３　本市の現状　

＿課＿題＿

朝の電話対応・プリント配布・緊急時出勤など、
アナログな連絡業務が教員の「時間」と「安全」を圧迫

朝の欠席連絡

電話対応ゼロ。

朝、教室で子どもと向き

合う時間を確保

お便り配布

印刷・配布不要。

保護者への直接配信

により紛失防止

緊急時対応

豪雪、クマなど

臨時休校時も

出勤不要で連絡可能

アンケート

時間を選ばず回答

催促・集計も簡単

手作業の業務解消

1 2 3 4
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学校保護者間連絡システム「すぐーる」



３　本市の現状　

14

ペーパーテストをスキャンし PCで自動採点・集計（ AI機能あり）

解答用紙を
スキャン

PC上で
自動採点

得点・正答率
自動算出

ＡＩ自動採点 マーク自動採点 観点別集計 正答率集計設問別一括採点

⑴　本市の主な取組

機 能 紹 介

採点業務・小テストのデジタル化①「デジタル採点システム」



３　本市の現状

15

教科書準拠のオンラインテストを 1人1台端末で！

ｵﾘｼﾞﾅﾙ作問◎ 即時自動採点 一覧で成績処理 不正も抑止教科書準拠

教科書対応単元確認テストを収録 すぐに返却・振り返り

機 能 紹 介

採点業務・小テストのデジタル化②「テストパーク」



⑵　デジタル採点システム・テストパーク
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採点業務・小テストのデジタル化②「テストパーク」



３　本市の現状　

＿課＿題＿

数百枚の答案を手作業で採点・集計する長時間労働とミスのリスク
子どもたちが結果を知り、復習するまでのタイムラグ

採点・集計自動化

手作業とミスを

ゼロにして

業務時間を短縮

学習データ自動分析

個人の苦手や

全体の理解度を

データで可視化

記述式の公平採点

設問別一括採点

基準ブレなく

スピード処理

作問・印刷手間削減

作成から配布まで

デジタル完結

印刷業務軽減

結果返却の即時化

解いてすぐ

結果がわかり

学びの定着へ

1 2 3 4 5

デジタル採点システム テストパーク共　　通
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採点業務・小テストのデジタル化「デジタル採点システム」「テストパーク」



３　本市の現状　

課題

年度更新

児童生徒教員
進級進学異動
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校務支援システムに登録することで児童生徒のアカウントを自動作成

年度更新
　①卒業生削除
　②新入・転入生作成
　③新学級更新
　④教員異動
すべて何度も登録…
抜け漏れ・ミス発生

各登録は１回のみ！

校務支援システム

自動化

⑴　本市の主な取組

アカウント登録業務のシステム化

機 能 紹 介



３　本市の現状　

＿課＿題＿

年度更新の大量入力・複雑な ID管理など
GIGAスクール構想を支える過度な事務作業が教員の本来業務を圧迫

課題

年度更新

児童生徒教員
進級進学異動

入力作業を１回に

校務支援システムへの

１度の登録のみで

各アプリへ自動連携

４月から即フル活用 本来業務への集中

単純なデータ入力を省力

手間な事務作業から

貴重な３月４月を解放

1 2 3

新入生や新クラス登録

手間と時間が省け

スムーズな学習開始
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アカウント登録業務のシステム化



３　本市の現状

＿課＿題＿

端末・場所・セキュリティの制約、非効率で制限の多い執務環境

端末ひとつで校務網羅

全情報にアクセス可能

端末使い分け・データ移動の

ストレスから解放

便利ツール活用拡大 データ共有で共同編集

学校内も・学校間も

チーム作業を円滑に

生産性向上

1 2 3
クラウドツール利用開放

教材作成や情報共有を

格段に効率化
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端末ひとつで校務

端末使い分けや

データ移動の

ストレスから解放

クラウド利用

学校内外で

共同編集や情報共有

生産性向上

場所を選ばない

無線化により

学校内外で

柔軟に働ける

重要情報を電子収集

保護者等からの

重要情報収集も

電子で可能に

1 2 3 4

20

場所を選ばない働き方

無線化により職員室外へ

教室や修学旅行などでも

柔軟に働ける

4
重要情報も安全に収集

5

セキュリティ向上により

重要な情報も保護者等から電

子収集可能に

⑴　本市の主な取組

新学校ネットワークにおける働き方改革



３　本市の現状

⑴　本市の主な取組

チーム学校体制の整備

SC･SSW(※)の配置
→心の専門家及び福祉の専門家を配置

教頭マネジメント支援員の配置
→新任教頭をサポートする人材を配置

部活動指導員の配置など
→教員の代わりに部活動を指導可能な人材を配置

校務助手の職務内容の見直し
→教員の業務サポート（資料印刷など）を主とした職務内容の見直しを実施

※　スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーの略称

重点項目③
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３　本市の現状
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⑴　本市の主な取組

部活動

指導員

〇顧問教諭がいなくても単独で部活動の運営が可能

〇会計年度任用職員

特別外部

指導者

〇顧問教諭不在時の指導・練習試合等への引率が

　可能（単独での運営不可、 主に土日の練習を指導 ）

〇有償ボランティア

Before
❏ 教員によっては専門

的な指導が困難

❏ 顧問教員不足による
部活動存続の危機

❏ 授業準備・生徒指導
等がある中で、顧問
業務が教員の負担に

After
❏ 外部人材の活用により部活動

の質が向上

❏ 子どもたちの豊かな活動機会
を確保

❏ 部活動指導員が顧問を担うこ
とで、教員の負担を軽減

　市立中学校において、教員に代わって、技術指導や大会引率などを担う外部人材として
　部活動指導員（会計年度任用職員）などを配置

部活動指導員の配置人数

部活動指導員等外部人材の活用



３　本市の現状

⑴　本市の主な取組

※新しいガイドラインの詳細については参考資料２を参照

　部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に関する総合的なガイドライン策定 （R7.12月）

　　参考：部活動の地域展開（国の動き）
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３　本市の現状
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⑴　本市の主な取組

※新しいガイドラインの詳細については参考資料２を参照

札幌市の実情に応じた、部活動の地域展開の手法について検討を進め、将来的な生徒の活

動機会の確保・充実を図る（教員の負担軽減にも寄与）

〇部活動をベースとしたモデル事業
・中学校部活動の管理運営を外部に委託（外部の団体
が運営した場合の費用感や課題を確認）
・休日・平日一体での実施（休日・平日それぞれについ
て、地域展開に関する課題を確認）
〇部活動に代わる新たな地域クラブの参入に向けた
モデル事業
・学校部活動にはない種目（ダンス、 e-sports等）の運
営を外部に委託
・生徒ニーズの把握や受益者負担の考え方、教員の兼
職兼業などについて実証

モデル事業の実施

〇外部有識者・幅広い関係者による検討
・競技団体・保護者・学校関係者・有識者などにより構
成
・検討委員会の意見を参考にモデル事業を実施するな
ど、本市における部活動の地域展開に向けて様々な意
見をいただいている

外部有識者による検討委員会の開催

参考：部活動の地域展開（本市の取組状況）



３　本市の現状

⑵　取組の効果

・全校種で時間外在校等時間の縮減を達成
・特に小学校、中学校で効果が顕著に表れており、平均14時間以上の縮減を達成
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（時間）



３　本市の現状

⑵　取組の効果

・上限目標である月45時間を超える職員の割合についても改善傾向
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18％改善

22％改善 16％改善



４　学校発表～北光小学校～
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画像生成：Gemini（AI）



５　業務量管理・健康確保措置実施計画の策定に向けて
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〇給特法の改正に伴い、同法第７条により基づき文部科学大臣が定める指針が改正

→これまで在校等時間や上限時間に関する記載のみであったが、上限遵守に向けた具体の目標や講ずべき措
置について明記された

指針の改正

指針概要

〇令和11年度までに１ヶ月時間外在校等時間を平均 30 時間程度に削減することを目標

〇業務量管理・健康確保措置実施計画の策定を義務付け

〇当該計画については、「学校と教師の業務の３分類」を踏まえて策定

　ただし、計画を策定するに当たって全てを網羅することを義務付けたものではなく、

　学校内外の人的・物的資源を有効活用する観点から、優先順位を定めて取組を計画に反映

令和７年度中に策定し、令和８年度より運用開始



５　業務量管理・健康確保措置実施計画の策定に向けて

Ｒ８年度～Ｒ11年度（文科省の目標期間と同様）

計画目標

①時間外在校等時間に関する目標

❏ １ヶ月時間外在校等時間を平均 25 時間以
内にする。

❏ １ヶ月時間外在校等時間が 45 時間を超え
る職員の割合を０%にする。

（うち80時間を超える職員の割合について
は早急に0％とする。）

②ワークライフバランスや働きがい等に関する目標

❏ 年間の年次有給休暇の平均取得日数を 18 日
以上にする。

❏ ストレスチェックにおける高ストレス者の割合を
10％未満にする。
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計画期間

目標例 目標例



５　業務量管理・健康確保措置実施計画の策定に向けて
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勤務時間を意識した働き方 学校行事・業務の見直し チーム学校体制の整備

❏ 長時間勤務者への
　　 個別アプローチ【継】

❏ 休暇の取得促進【継】

❏ 自動応答電話の活用【継】

❏ 新学校ネットワークによる
業務効率化の実現【新】

❏ 保護者等との良好な関係
づくり【新】

❏ 働き方改革表彰事業による
好事例の普及【継】

❏ 部活動指導員の配置【継】

❏ SC・SSWとの連携【継】

❏ 学びのサポーターや相談支
援パートナーとの連携【継】

計画達成に向け講じる取組案


